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(57)【要約】
【課題】溶剤を配合した粘着剤塗工液から、均一な膜厚
で、平滑な表面を有するポリウレタンの粘着シートを製
造できる粘着シートの製造方法を提供する。
【解決手段】ポリウレタンからなる粘着シートを製造す
る方法であって、少なくとも、ポリオール成分とポリイ
ソシアネート成分（Ａ）の反応物である上記ポリウレタ
ンのプレポリマーと、ポリイソシアネート成分（Ｂ）と
、有機溶剤とを含有する粘着剤塗工液を調製する工程と
、乾燥後の厚みが２０～５５０μｍとなる量の上記粘着
剤塗工液を塗工して乾燥する工程とを含み、上記ポリオ
ール成分中の水酸基の数に対する上記ポリイソシアネー
ト成分（Ａ）中のイソシアネート基の数の比率（ＮＣＯ
／ＯＨ）は、０．２４～０．４８であり、上記プレポリ
マーの数平均分子量は、８０００以下である粘着シート
の製造方法。
【選択図】　図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
ポリウレタンからなる粘着シートを製造する方法であって、
少なくとも、ポリオール成分とポリイソシアネート成分（Ａ）の反応物である前記ポリウ
レタンのプレポリマーと、ポリイソシアネート成分（Ｂ）と、有機溶剤とを含有する粘着
剤塗工液を調製する工程と、
乾燥後の厚みが２０～５５０μｍとなる量の前記粘着剤塗工液を塗工して乾燥する工程と
を含み、
前記ポリオール成分中の水酸基の数に対する前記ポリイソシアネート成分（Ａ）中のイソ
シアネート基の数の比率（ＮＣＯ／ＯＨ）は、０．２４～０．４８であり、
前記プレポリマーの数平均分子量は、８０００以下である
ことを特徴とする粘着シートの製造方法。
【請求項２】
前記プレポリマーの重量平均分子量は、１５万以下であることを特徴とする請求項１に記
載の粘着シートの製造方法。
【請求項３】
前記プレポリマーは、重量平均分子量が１００万以上の高分子量成分を含まないことを特
徴とする請求項１又は２に記載の粘着シートの製造方法。
【請求項４】
前記プレポリマーと前記有機溶剤の混合物の２３℃での粘度は、５００～８０００ｍＰａ
・ｓであることを特徴とする請求項１～３のいずれかに記載の粘着シートの製造方法。
【請求項５】
前記プレポリマーと前記有機溶剤の混合物の８０℃での粘度は、１００～１０００ｍＰａ
・ｓであることを特徴とする請求項１～４のいずれかに記載の粘着シートの製造方法。
【請求項６】
ポリオール成分とポリイソシアネート成分（Ａ）の反応物であるポリウレタンのプレポリ
マーと、ポリイソシアネート成分（Ｂ）との反応物からなるポリウレタンからなる粘着シ
ートであって、
前記ポリオール成分中の水酸基の数に対する前記ポリイソシアネート成分（Ａ）中のイソ
シアネート基の数の比率（ＮＣＯ／ＯＨ）は、０．２４～０．４８であり、
前記プレポリマーの数平均分子量は、８０００以下であり、
厚みが２０～５５０μｍである
ことを特徴とする粘着シート。
【請求項７】
請求項１～５のいずれかに記載の粘着シートの製造方法により製造された粘着シート（Ａ
）、又は、請求項６に記載の粘着シート（Ｂ）と、前記粘着シート（Ａ）又は（Ｂ）の一
方の面を覆う第一の離型フィルムと、前記粘着シート（Ａ）又は（Ｂ）の他方の面を覆う
第二の離型フィルムとが積層されたものであることを特徴とする積層体。
【請求項８】
請求項１～５のいずれかに記載の粘着シートの製造方法により製造された粘着シート（Ａ
）、又は、請求項６に記載の粘着シート（Ｂ）と、前記粘着シート（Ａ）又は（Ｂ）によ
って接着された２以上の構成部材とを有することを特徴とする表示装置。
 
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
本発明は、粘着シートの製造方法、粘着シート、積層体、及び、表示装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
近年、スマートフォン、タブレットＰＣ、携帯型ゲーム機、カーナビゲーション装置等の
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分野でタッチパネルの需要が急速に伸びており、これに伴い、タッチパネルを他の光学部
材に貼り合わせるために用いられる透明な粘着シートの需要も増加している。光学部材の
貼り合わせに用いられる透明な粘着シートは、一般に、光学透明粘着（ＯＣＡ：Ｏｐｔｉ
ｃａｌｌｙ　Ｃｌｅａｒ　Ａｄｈｅｓｉｖｅ）シートと呼ばれる。タッチパネルを備えた
表示装置は、通常では、液晶パネル等の表示パネル、ＩＴＯ（酸化インジウムスズ）等か
らなる透明導電膜を表層に有する透明部材（タッチパネル本体）、及び、透明導電膜を保
護するカバーパネル等の光学部材が積層された構造を有し、光学部材間の貼り合わせにＯ
ＣＡシートが用いられている。
【０００３】
ＯＣＡシートとしては、例えば、シリコーン系樹脂組成物やアクリル系樹脂組成物からな
るものが知られている。しかしながら、シリコーン樹脂を用いたＯＣＡシートは、粘着力
が低いため、光学部材間に空気が入り込み、例えば、表示画面の視認性が低下することが
あった。アクリル系樹脂を用いたＯＣＡシートでは、アクリル系樹脂中に残存したアクリ
ル酸や加水分解によって生じた酸成分が、光学部材に用いられている金属を腐食させるこ
とがあった。また、アクリル系樹脂組成物が紫外線硬化型の樹脂組成物である場合には、
紫外線照射時にアクリル系樹脂の表層部で反応に必要なフリーラジカルが消費されてしま
い、底部が未硬化となるため、厚膜のＯＣＡシートを得ることは困難であった。
【０００４】
これに対して、特許文献１には、熱硬化性ポリウレタン組成物の硬化物からなる光学透明
粘着シートが開示されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特開２０１５－２０９５３８号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
特許文献１では、溶剤を用いずに熱硬化性ポリウレタン組成物を調製することが開示され
ているが、本発明者らは、溶剤を含む熱硬化性ポリウレタン組成物（粘着剤塗工液）から
熱硬化ポリウレタンを製造する場合についても検討した。その結果、溶剤を使用する場合
には、粘着剤塗工液が基材表面で弾かれてしまうことや、粘着剤塗工液が発泡することに
よって粘着シート表面の平滑性が損なわれることが分かった。
【０００７】
本発明は、上記現状に鑑みてなされたものであり、溶剤を配合した粘着剤塗工液から、均
一な膜厚で、平滑な表面を有するポリウレタンの粘着シートを製造できる粘着シートの製
造方法、並びに、それを用いて製造される粘着シート、積層体、及び、表示装置を提供す
ることを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
本発明者らは、溶剤を配合した粘着剤塗工液からポリウレタンの粘着シートを製造する方
法について種々検討した結果、ポリオール成分とポリイソシアネート成分とを特定の比率
で反応させることにより、分子量分布を制御したポリウレタンのプレポリマーを予め合成
し、その後に、プレポリマーとポリイソシアネート成分とを反応させることによって、乾
燥後の厚み２０～５５０μｍの粘着シートであれば、均一な膜厚で、平滑な表面を有する
ポリウレタンの粘着シートを製造できることを見出し、本発明を完成した。
【０００９】
本発明の粘着シートの製造方法は、ポリウレタンからなる粘着シートを製造する方法であ
って、少なくとも、ポリオール成分とポリイソシアネート成分（Ａ）の反応物である上記
ポリウレタンのプレポリマーと、ポリイソシアネート成分（Ｂ）と、有機溶剤とを含有す
る粘着剤塗工液を調製する工程と、乾燥後の厚みが２０～５５０μｍとなる量の上記粘着
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剤塗工液を塗工して乾燥する工程とを含み、上記ポリオール成分中の水酸基の数に対する
上記ポリイソシアネート成分（Ａ）中のイソシアネート基の数の比率（ＮＣＯ／ＯＨ）は
、０．２４～０．４８であり、上記プレポリマーの数平均分子量は、８０００以下である
ことを特徴とする。
【００１０】
上記プレポリマーの重量平均分子量は、１５万以下であることが好ましい。上記プレポリ
マーは、重量平均分子量が１００万以上の高分子量成分を含まないことが好ましい。上記
プレポリマーは、重量平均分子量が１５万以下であり、かつ分子量１００万以上の高分子
量成分を含まないことがより好ましい。
【００１１】
上記プレポリマーと上記有機溶剤の混合物の２３℃での粘度は、５００～８０００ｍＰａ
・ｓであることが好ましい。上記プレポリマーと上記有機溶剤の混合物の８０℃での粘度
は、１００～１０００ｍＰａ・ｓであることが好ましい。上記プレポリマーと上記有機溶
剤の混合物は、２３℃での粘度が５００～８０００ｍＰａ・ｓであり、かつ８０℃での粘
度が１００～１０００ｍＰａ・ｓであることがより好ましい。
【００１２】
本発明の粘着シートは、ポリオール成分とポリイソシアネート成分（Ａ）の反応物である
ポリウレタンのプレポリマーと、ポリイソシアネート成分（Ｂ）との反応物からなるポリ
ウレタンからなる粘着シートであって、上記ポリオール成分中の水酸基の数に対する上記
ポリイソシアネート成分（Ａ）中のイソシアネート基の数の比率（ＮＣＯ／ＯＨ）は、０
．２４～０．４８であり、上記プレポリマーの数平均分子量は、８０００以下であり、厚
みが２０～５５０μｍであることを特徴とする。
【００１３】
本発明の積層体は、本発明の粘着シートの製造方法により製造された粘着シート（Ａ）、
又は、本発明の粘着シート（Ｂ）と、上記粘着シート（Ａ）又は（Ｂ）の一方の面を覆う
第一の離型フィルムと、上記粘着シート（Ａ）又は（Ｂ）の他方の面を覆う第二の離型フ
ィルムとが積層されたものであることを特徴とする。
【００１４】
本発明の表示装置は、本発明の粘着シートの製造方法により製造された粘着シート（Ａ）
、又は、本発明の粘着シート（Ｂ）と、上記粘着シート（Ａ）又は（Ｂ）によって接着さ
れた２以上の構成部材とを有することを特徴とする。
【発明の効果】
【００１５】
本発明の粘着シートの製造方法によれば、溶剤を配合した粘着剤塗工液から、均一な膜厚
で、平滑な表面を有するポリウレタンの粘着シートを製造できる。
また、本発明の粘着シートは、透明性及び粘着性が良好であり、光学透明粘着シートとし
て好適に用いることができる。本発明の積層体によれば、本発明の粘着シートの取扱い性
を向上することができる。本発明の表示装置によれば、表示画面の視認性を向上すること
ができる。
【図面の簡単な説明】
【００１６】
【図１】本発明の粘着シートの製造方法の一例を説明するための図であり、（ａ）は、工
程フロー図であり、（ｂ）は、製造装置の構成の概要を示した斜視模式図であり、（ｃ）
は、製造装置の構成の概要を示した断面模式図である。
【図２】コンマダイレクト方式の塗工方法を説明するための断面図である。
【図３】リップコーター方式の塗工方法を説明するための断面図である。
【図４】図１の製造装置によって作製された本発明の積層体の一例を模式的に示した断面
図である。
【図５】本発明の粘着シートを用いた表示装置の一例を模式的に示した断面図である。
【図６】ポリスチレンのＧＰＣ測定結果を示したグラフである。
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【図７】ポリオレフィンポリオールのＧＰＣ測定結果を示したグラフである。
【図８】水添石油樹脂系タッキファイヤーのＧＰＣ測定結果を示したグラフである。
【図９】実施例１のプレポリマー溶液のＧＰＣ測定結果を示したグラフである。
【図１０】実施例２のプレポリマー溶液のＧＰＣ測定結果を示したグラフである。
【図１１】比較例２のプレポリマー溶液のＧＰＣ測定結果を示したグラフである。
【図１２】実施例の粘着シートの粘着力の評価方法を説明するための模式図である。
【発明を実施するための形態】
【００１７】
本発明の粘着シートの製造方法は、ポリウレタンからなる粘着シートを製造する方法であ
って、少なくとも、ポリオール成分とポリイソシアネート成分（Ａ）の反応物である上記
ポリウレタンのプレポリマーと、ポリイソシアネート成分（Ｂ）と、有機溶剤とを含有す
る粘着剤塗工液を調製する工程と、乾燥後の厚みが２０～５５０μｍとなる量の上記粘着
剤塗工液を塗工して乾燥する工程とを含み、上記ポリオール成分中の水酸基の数に対する
上記ポリイソシアネート成分（Ａ）中のイソシアネート基の数の比率（ＮＣＯ／ＯＨ）は
、０．２４～０．４８であり、上記プレポリマーの数平均分子量は、８０００以下である
ことを特徴とする。
【００１８】
（粘着剤塗工液の調製工程）
粘着剤塗工液の調製工程では、少なくとも、ポリオール成分とポリイソシアネート成分（
Ａ）の反応物であるポリウレタンのプレポリマーと、ポリイソシアネート成分（Ｂ）と、
有機溶剤とを含有する粘着剤塗工液を調製する。
【００１９】
［ポリオール成分］
上記ポリオール成分としては特に限定されず、例えば、ポリエーテルポリオール、ポリカ
プロラクトンポリオール、ポリカーボネートポリオール、ポリエステルポリオール等が挙
げられる。これらは単独で用いてもよいし、２種類以上を併用してもよい。
【００２０】
上記ポリエーテルポリオールとしては、例えば、ポリエチレングリコール、ポリプロピレ
ングリコール、ポリプロピレントリオール、ポリプロピレンテトラオール、ポリテトラメ
チレングリコール、ポリテトラメチレントリオール、これらの共重合体等のポリアルキレ
ングリコール、これらに側鎖を導入したり分岐構造を導入したりした誘導体、変成体、更
にはこれらの混合物等が挙げられる。
【００２１】
上記ポリカプロラクトンポリオールとしては、例えば、ポリカプロラクトングリコール、
ポリカプロラクトントリオール、ポリカプロラクトンテトラオール、これらに側鎖を導入
したり分岐構造を導入したりした誘導体、変成体、更にはこれらの混合物等が挙げられる
。
【００２２】
上記ポリカーボネートポリオールとしては、例えば、ジアルキルカーボネートとジオール
との反応物が挙げられる。
【００２３】
上記ジアルキルカーボネートとしては、例えば、ジメチルカーボネート、ジエチルカーボ
ネート等のジアルキルカーボネート；ジフェニルカーボネート等のジアリールカーボネー
ト；エチレンカーボネート等のアルキレンカーボネート等が挙げられる。これらは単独で
用いてもよいし、２種類以上を併用してもよい。
【００２４】
上記ジオールとしては、例えば、１，４－ブタンジオール、ジエチレングリコール、１，
５－ペンタンジオール、１，６－ヘキサンジオール、１，７－ヘプタンジオール、１，８
－オクタンジオール、２－メチル－１，８－オクタンジオール、１，９－ノナンジオール
、１，１０－ドデカンジオール、２－エチル－１，６－ヘキサンジオール、３－メチル－
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１，５－ペンタンジオール、２，４－ジメチル－１，５－ペンタンジオール、ネオペンチ
ルグリコール、１，３－シクロヘキサンジオール、１，４－シクロヘキサンジオール、１
，４－シクロヘキサンジメタノール、２，２’－ビス（４－ヒドロキシシクロヘキシル）
－プロパン等が挙げられる。これらは単独で用いてもよいし、２種類以上を併用してもよ
い。ジオールとしては、炭素数が４～９の脂環族又は脂環族ジオールが好ましく、例えば
、１，４－ブタンジオール、ジエチレングリコール、１，５－ペンタンジオール、１，６
－ヘキサンジオール、３－メチル－１，５－ペンタンジオール、２，４－ジメチル－１，
５－ペンタンジオール、１，４－シクロヘキサンジメタノール、１，７－ヘプタンジオ－
ル、１，８－オクタンジオール、２－メチル－１，８－オクタンジオール、及び、１，９
－ノナンジオールを、単独で用いる又は２種類以上を併用することが好ましい。ジオール
としては、また、１，６－ヘキサンジオールと３－メチル－１，５－ペンタンジオールと
からなるコポリカーボネートジオール、１，６－ヘキサンジオールと１，５－ペンタンジ
オールとからなるコポリカーボネートジオールも好ましい。
【００２５】
また、上記ポリカーボネートポリオールとしては、例えば、ポリカーボネートグリコール
、ポリカーボネートトリオール、ポリカーボネートテトラオール、これらに側鎖を導入し
たり分岐構造を導入したりした誘導体、変成体、更にはこれらの混合物等を用いることも
できる。
【００２６】
上記ポリエステルポリオールとしては、例えば、ジカルボン酸とグリコール成分とを脱水
縮合させたものが挙げられる。
【００２７】
ジカルボン酸としては、例えば、テレフタル酸、イソフタル酸、２，６－ナフタレンジカ
ルボン酸等の芳香族ジカルボン酸、シュウ酸、マロン酸、コハク酸、グルタル酸、アジピ
ン酸、アゼライン酸、セバシン酸等が挙げられる。
【００２８】
グリコール成分としては、例えば、エチレングリコール、１，４－ブタンジオール、ジエ
チレングリコール、ネオペンチルグリコール、３－メチル－１，５－ペンタンジオール、
１，５－ペンタンジオール、１，９－ノナンジオール、トリエチレングリコール等の脂肪
族グリコール；１，４－シクロヘキサンジメタノール等の脂環族グリコール；ｐ－キシレ
ンジオール等の芳香族ジオール；ポリエチレングリコール、ポリプロピレングリコール、
ポリテトラメチレングリコール等のポリオキシアルキレングリコール等が挙げられる。
【００２９】
ポリエステルポリオールは、以上で例示したジカルボン酸及びグリコール成分によって形
成される場合には、線状の分子構造を有するが、３価以上のエステル形成成分を用いた分
枝状の分子構造を有するポリエステルであってもよい。ジカルボン酸とグリコール成分と
は、モル比１．１～１．３にて１５０～３００℃で反応させればよい。
【００３０】
上記ポリオール成分の数平均分子量は、３００以上、５０００以下であることが好ましい
。ポリオール成分の数平均分子量が３００未満である場合には、ポリオール成分とポリイ
ソシアネート成分との反応が速過ぎてポリウレタンを均一なシートに成形することが困難
になったり、ポリウレタンの柔軟性が低下して脆くなったりすることがある。ポリオール
成分の数平均分子量が５０００を超える場合には、ポリオール成分の粘度が高くなり過ぎ
てポリウレタンを均一なシートに成形することが困難になったり、ポリウレタンが結晶化
して白濁したりする等の不具合が生じることがある。ポリオール成分の数平均分子量は、
５００以上、２０００以下であることがより好ましい。
【００３１】
上記ポリオール成分は、好ましくは、オレフィン骨格を有するものであり、すなわち主鎖
がポリオレフィン又はその誘導体によって構成されたものである。オレフィン骨格を有す
るポリオール成分としては、例えば、１，２－ポリブタジエンポリオール、１，４－ポリ
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ブタジエンポリオール、１，２－ポリクロロプレンポリオール、１，４－ポリクロロプレ
ンポリオール等のポリブタジエン系ポリオールや、ポリイソプレン系ポリオール、それら
の二重結合を水素又はハロゲン等で飽和化したものが挙げられる。また、上記ポリオール
成分は、ポリブタジエン系ポリオール等に、スチレン、エチレン、酢酸ビニル、アクリル
酸エステル等のオレフィン化合物を共重合させたポリオールやその水添物であってもよい
。上記ポリオール成分は、直鎖構造を有するものであってもよく、分岐構造を有するもの
であってもよい。オレフィン骨格を有するポリオール成分は、１種類のみ用いられてもよ
いし、２種類以上用いられてもよい。
【００３２】
上記オレフィン骨格を有するポリオール成分のうち公知のものとしては、例えば、出光興
産社製の水酸基末端ポリイソプレンを水添して得られるポリオレフィンポリオール（「Ｅ
ＰＯＬ（エポール、登録商標）」、数平均分子量：３３６９）、日本曹達社製の両末端水
酸基水素化ポリブタジエン（「ＧＩ－１０００」、数平均分子量：１５００）、三菱化学
社製のポリヒドロキシポリオレフィンオリゴマー（「ポリテール（登録商標）」）等が挙
げられる。
【００３３】
［ポリイソシアネート成分（Ａ）］
上記ポリイソシアネート成分（Ａ）としては特に限定されず、従来公知のポリイソシアネ
ートを用いることができる。上記ポリイソシアネート成分（Ａ）は、好ましくは、イソシ
アネート基を有する脂肪族及び／又は脂環族ポリイソシネートと、エチレンオキシドユニ
ットを有するエーテル化合物とを反応させて得られる変性ポリイソシアネートである。脂
肪族及び／又は脂環族ポリイソシネートを用いることにより、粘着シートの着色や変色が
より発生しにくく、長期に渡って粘着シートの透明性をより確実に確保することができる
。また、エチレンオキシドユニットを有するエーテル化合物を反応させた変性体とするこ
とによって、ポリイソシアネート成分は、親水性部分（エチレンオキシドユニット）の作
用によって白化を抑制することができ、疎水性部分（その他のユニット）の作用によって
低極性のタッキファイヤー、可塑剤等との相溶性を発揮することができる。
【００３４】
上記脂肪族及び／又は脂環族ポリイソシネートは、脂肪族ジイソシアネート、脂環族ジイ
ソシネート、及び、脂肪族及び／又は脂環族のジイソシアネートを出発物質として得られ
るポリイソシアネートの少なくとも一種を意味する。
【００３５】
上記脂肪族ポリイソシネート及び脂環族ポリイソシネートの具体例としては、例えば、ヘ
キサメチレンジイソシアネート（ＨＤＩ）、テトラメチレンジイソシアネート、２－メチ
ル－ペンタン－１，５－ジイソシアネート、３－メチル－ペンタン－１，５－ジイソシア
ネート、リジンジイソシアネート、トリオキシエチレンジイソシアネート、イソホロンジ
イソシアネート、シクロヘキシルジイソシアネート、４，４’－ジシクロヘキシルメタン
ジイソシアネート、ノルボルナンジイソシアネート、水素添加トリレンジイソシアネート
、水素添加キシレンジイソシアネート、水素添加テトラメチルキシレンジイソシアネート
、それらの変性体等が挙げられる。これらは単独で用いてもよいし、２種類以上を併用し
てもよい。上記具体例のなかでも、ヘキサメチレンジイソシアネート、イソホロンジイソ
シアネート及びそれらの変性体が好ましく、ヘキサメチレンジイソシアネート及びその変
性体が特に好ましい。なお、ヘキサメチレンジイソシアネートの変性体としては、例えば
、ヘキサメチレンジイソシアネートをイソシアヌレート変性、アロファネート変性、及び
／又は、ウレタン変性したもの等が挙げられる。
【００３６】
上記エチレンオキシドユニットを有するエーテル化合物としては、例えば、アルコール類
、フェノール類及び／又はアミン類のエチレンオキシド付加物が挙げられ、親水性を高め
る観点から、１分子当たり６個以上のエチレンオキシドユニットを有するものが好適に用
いられる。
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上記アルコール類としては、例えば、１価アルコール類、２価アルコール類（エチレング
リコール、ジエチレングリコール、プロピレングリコール、ジプロピレングリコール、１
，４－ブタンジオール、１，６－ヘキサンジオール、１，３－ブチレンジオール、ペオペ
ンチルグリコール等）、３価アルコール類（グリセリン、トリメチロールプロパン等）が
挙げられる。これらは単独で用いてもよいし、２種類以上を併用してもよい。
【００３８】
上記フェノール類としては、例えば、ハイドロキノン、ビスフェノール類（ビスフェノー
ルＡ、ビスフェノールＦ等）、フェノール化合物のホルマリン低縮合物（ノボラック樹脂
、レゾールの中間体）が挙げられる。これらは単独で用いてもよいし、２種類以上を併用
してもよい。
【００３９】
上記エチレンオキシドユニットの含有量は、ポリウレタン全体に対して、１重量％以上、
２０重量％以下であることが好ましい。上記含有量が１重量％未満であると、充分に白化
を抑制できないおそれがある。上記含有量が２０重量％を超えると、低極性のタッキファ
イヤー、可塑剤等との相溶性が低下することによって、ヘイズ等の光学特性が低下するお
それがある。
【００４０】
上記変性ポリイソシアネートの１分子当たりのイソシアネート基の数は、平均で２．０以
上であることが好ましい。上記イソシアネート基の数が平均で２．０未満であると、架橋
密度の低下により、ポリウレタンが充分に硬化しないおそれがある。
【００４１】
上記プレポリマーの合成において、上記ポリオール成分中の水酸基の数に対する上記ポリ
イソシアネート成分（Ａ）中のイソシアネート基の数の比率（以下、「プレポリマーのＮ
ＣＯ／ＯＨ比率」ともいう）は、０．２４～０．４８の範囲に調整される。上記比率が０
．２４未満である場合には、プレポリマーの重合度が低くなることで粘着剤塗工液の粘度
が低くなり過ぎるため、離型処理がされたＰＥＴフィルム等の基材上に粘着剤塗工液を塗
工すると、粘着剤塗工液が基材表面で弾かれてしまい、平滑な塗膜を形成することができ
ない。一方、上記比率が０．４８を超えると、プレポリマーの重合度が高くなり過ぎるた
め、粘着剤塗工液が塗工後にレベリング（平滑化）しにくく平滑な表面を有する塗膜が形
成されなかったり、粘着剤塗工液の乾燥時に塗膜表面に皮張り（溶剤が少ない膜の形成）
が生じるとともに基材側に溶剤成分が残りやすくなることで溶剤成分の揮発が円滑に行わ
れず発泡が生じたりしてしまう。したがって、上記比率が０．２４～０．４８の範囲外で
あると、均一な膜厚で、平滑な表面を有するポリウレタンの粘着シートを得ることができ
ない。
【００４２】
［ポリウレタンのプレポリマー］
上記プレポリマーは、ポリオール成分とポリイソシアネート成分（Ａ）の反応物であり、
下記式（Ａ）に示した構造を有する。
【００４３】
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【化１】

【００４４】
上記式（Ａ）中、Ｒは、ポリイソシアネート成分（Ａ）のＮＣＯ基を除いた部位を表し、
Ｒ’は、ポリオール成分のＯＨ基を除いた部位を表し、ｎは、繰り返し単位数を表す。
【００４５】
上記プレポリマーの数平均分子量は、８０００以下である。上記数平均分子量が８０００
を超えると、プレポリマーの重合度が高くなり過ぎるため、粘着剤塗工液が塗工後にレベ
リング（平滑化）しにくく平滑な表面を有する塗膜が形成されなかったり、粘着剤塗工液
の乾燥時に塗膜表面に皮張り（溶剤が少ない膜の形成）が生じるとともに基材側に溶剤成
分が残りやすくなることで溶剤成分の揮発が円滑に行われず発泡が生じたりしてしまう。
一方、上記数平均分子量の好ましい下限は、５０００である。上記数平均分子量が５００
０未満であると、プレポリマーの重合度が低くなり過ぎることで粘着剤塗工液の粘度が低
くなり過ぎるため、離型処理がされたＰＥＴフィルム等の基材上に粘着剤塗工液を塗工す
ると、粘着剤塗工液が基材表面で弾かれてしまい、平滑な塗膜を形成することができない
おそれがある。上記数平均分子量は、プレポリマーのＮＣＯ／ＯＨ比率等によって調整で
きる。
【００４６】
上記プレポリマーの重量平均分子量は、１５万以下であることが好ましい。上記重量平均
分子量が１５万を超えると、プレポリマーの重合度が高くなり過ぎるため、粘着剤塗工液
が塗工後にレベリング（平滑化）しにくく平滑な表面を有する塗膜が形成されなかったり
、粘着剤塗工液の乾燥時に塗膜表面に皮張り（溶剤が少ない膜の形成）が生じるとともに
基材側に溶剤成分が残りやすくなることで溶剤成分の揮発が円滑に行われず発泡が生じた
りしてしまうおそれがある。一方、上記重量平均分子量の好ましい下限は、２万である。
上記重量平均分子量が２万未満であると、プレポリマーの重合度が低くなることで粘着剤
塗工液の粘度が低くなり過ぎるため、離型処理がされたＰＥＴフィルム等の基材上に粘着
剤塗工液を塗工すると、粘着剤塗工液が基材表面で弾かれてしまい、平滑な塗膜を形成す
ることができないおそれがある。上記重量平均分子量は、プレポリマーのＮＣＯ／ＯＨ比
率等によって調整できる。
【００４７】
上記プレポリマーは、重量平均分子量が１００万以上の高分子量成分を含まないことが好
ましい。そのような高分子量成分を含むと、粘着剤塗工液の塗工及び乾燥時に、発泡が生
じやすくなり、またゲル状の固形物が生成され（粘着剤塗工液の粘度が上がり過ぎるとゲ
ル状になる）、均一な膜厚で、平滑な表面を有するポリウレタンの粘着シートを得ること
ができないおそれがある。高分子量成分の含有量は、プレポリマーのＮＣＯ／ＯＨ比率等
によって調整できる。プレポリマーの調製時にイソシアネート基と水酸基の比率（ＮＣＯ
／ＯＨ）が溶剤中で一定となるように、均一分散させてから重合を開始することにより、
部分的にイソシアネート基が多量となり高分子量化することを防止できる。
【００４８】
［ポリイソシアネート成分（Ｂ）］
上記ポリイソシアネート成分（Ｂ）は、上記ポリイソシアネート成分（Ａ）と同種のポリ
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イソシアネートであってもよいし、異なる種類のポリイソシアネートであってもよい。す
なわち、上記ポリイソシアネート成分（Ｂ）としては特に限定されず、従来公知のポリイ
ソシアネートを用いることができる。また、上記ポリイソシアネート成分（Ｂ）は、好ま
しくは、イソシアネート基を有する脂肪族及び／又は脂環族ポリイソシネートと、エチレ
ンオキシドユニットを有するエーテル化合物とを反応させて得られる変性ポリイソシアネ
ートである。上記エチレンオキシドユニットを有するエーテル化合物は、１分子当たり３
個以上のエチレンオキシドユニットを有するものが好適である。
【００４９】
上記粘着剤塗工液において、上記ポリオール成分中の水酸基の数に対する上記ポリイソシ
アネート成分（Ａ）及び（Ｂ）中のイソシアネート基の総数の比率（ＮＣＯ／ＯＨ）は、
０．２４～０．４８の範囲に調整されることが好ましい。上記比率が０．２４未満の場合
、ポリウレタンが充分に熱硬化しないおそれがある。上記比率が０．４８を超える場合、
ポリウレタンが硬くなり、粘着シートに要求される粘着力や柔軟性を確保することができ
ないおそれがある。
【００５０】
［有機溶剤］
上記有機溶剤としては特に限定されず、例えば、トルエン、ジメチルホルムアミド、キシ
レン、酢酸エチル等を用いることができる。これらは１種類のみ含まれていてもよいし、
２種類以上含まれていてもよい。
【００５１】
［タッキファイヤー］
上記粘着剤塗工液は、更に、タッキファイヤー（粘着付与剤）を含有してもよい。タッキ
ファイヤーは、粘着力を向上するために添加される添加剤であり、通常、分子量が数百～
数千の無定型オリゴマーで、常温で液状又は固形の熱可塑性樹脂である。粘着剤塗工液が
タッキファイヤーを含有することで、ポリウレタンからなる粘着シートの粘着力を向上さ
せることができる。
【００５２】
上記タッキファイヤーとしては特に限定されず、例えば、石油樹脂系タッキファイヤー、
炭化水素樹脂系タッキファイヤー、ロジン系タッキファイヤー、テルペン系タッキファイ
ヤー等を含むものが挙げられる。これらは１種類のみ含まれていてもよいし、２種類以上
含まれていてもよい。石油樹脂系タッキファイヤー及び炭化水素樹脂系タッキファイヤー
は、オレフィン骨格を有するポリオール成分との相溶性に優れている。
【００５３】
上記石油樹脂系タッキファイヤーとしては、ジシクロペンタジエンと芳香族化合物の共重
合体を水素添加して得られる水添石油樹脂が好適に用いられる。ジシクロペンタジエンは
、Ｃ５留分から得られる。上記芳香族化合物としては、例えば、スチレン、α－メチルス
チレン、ビニルトルエン等のビニル芳香族化合物が挙げられる。ジシクロペンタジエンと
ビニル芳香族化合物との割合は特に限定されないが、重量基準で、ジシクロペンタジエン
：ビニル芳香族化合物＝７０：３０～２０：８０であることが好ましく、６０：４０～４
０：６０であることがより好ましい。上記水添石油樹脂の好ましい軟化点は９０～１６０
℃、好ましいビニル芳香族化合物単位含有量は３５質量％以下、好ましい臭素価は０～３
０ｇ／１００ｇ、好ましい数平均分子量は５００～１１００である。上記水添石油樹脂の
うち公知のものとしては、例えば、出光興産社製の「アイマーブＰ－１００」が挙げられ
る。
【００５４】
上記炭化水素樹脂系タッキファイヤーとしては、脂環族飽和炭化水素樹脂が好適に用いら
れる。上記脂環族飽和炭化水素樹脂のうち公知のものとしては、例えば、荒川化学工業社
製の「アルコンＰ－１００」が挙げられる。
【００５５】
上記タッキファイヤーは、酸価が１ｍｇＫＯＨ／ｇ以下であることが好ましい。酸価が１
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ｍｇＫＯＨ／ｇ以下であれば、タッキファイヤーがポリオール成分とポリイソシアネート
成分との反応を阻害するのを充分に防止することができる。また、タッキファイヤーの軟
化点は、８０℃以上、１２０℃以下であることが好ましく、８０℃以上、１００℃以下で
あることがより好ましい。軟化点が８０℃以上、１２０℃以下である場合には、タッキフ
ァイヤーをポリオール成分中に溶解させる際に、ポリオール成分が熱によって劣化してし
まうのを充分に防止することができる。
【００５６】
上記タッキファイヤーの含有量は、粘着剤塗工液に対して、１重量％以上、２０重量％以
下であることが好ましい。タッキファイヤーの含有量が１重量％未満である場合には、粘
着シートの粘着力を充分に向上できないことがあり、特に、高温・高湿下における粘着力
が不充分になることがある。タッキファイヤーの含有量が２０重量％を超える場合には、
ポリオール成分とポリイソシアネート成分との反応を阻害し、熱硬化したポリウレタン中
にウレタン架橋が充分に形成されなくなることがある。その結果、高温・高湿下において
粘着シートが溶解して形状が変化したり、タッキファイヤーが析出（ブリード）したりす
ることがある。また、ウレタン架橋を充分に形成するためにポリオール成分とポリイソシ
アネート成分との反応時間を長くすると、生産性が低下する。
【００５７】
［可塑剤］
上記粘着剤塗工液は、更に、可塑剤を含有してもよい。可塑剤の添加により、低硬度化さ
れることで、粘着シートの取り扱い性や段差追従性を向上することができる。
【００５８】
上記可塑剤としては、熱可塑性樹脂に柔軟性を付与するために用いられる化合物であれば
特に限定されないが、相溶性及び耐候性の観点から、カルボン酸系可塑剤を含むことが好
ましい。上記カルボン酸系可塑剤としては、例えば、フタル酸ジウンデシル、フタル酸ジ
オクチル、フタル酸ジイソノニル、フタル酸ジイソデシル、フタル酸ジブチル等のフタル
酸エステル（フタル酸系可塑剤）や、１，２－シクロヘキサンジカルボン酸ジイソノニル
エステル、アジピン酸エステル、トリメリット酸エステル、マレイン酸エステル、安息香
酸エステル、ポリ－α－オレフィン等が挙げられる。これらは１種類のみ含まれていても
よいし、２種類以上含まれていてもよい。上記カルボン酸系可塑剤のうち公知のものとし
ては、例えば、ＢＡＳＦ社製の「ＤＩＮＣＨ」、新日本理化社製の「サンソサイザーＤＵ
Ｐ」、イオネスオリゴマーズ社製の「Ｄｕｒａｓｙｎ（登録商標）１４８」が挙げられる
。
【００５９】
［触媒］
上記粘着剤塗工液は、更に、触媒を含有してもよい。触媒としては、ウレタン化反応に用
いられる触媒であれば特に限定されず、例えば、ジラウリル酸ジ－ｎ－ブチル錫、ジラウ
リル酸ジメチル錫、ジブチル錫オキシド、オクタン錫等の有機錫化合物；有機チタン化合
物；有機ジルコニウム化合物；カルボン酸錫塩；カルボン酸ビスマス塩；トリエチレンジ
アミン等のアミン系触媒が挙げられる。
【００６０】
上記触媒としては、非アミン系触媒が好ましい。アミン系触媒を用いる場合、粘着シート
が変色しやすくなることがある。より好ましい触媒は、ジラウリル酸ジメチル錫である。
【００６１】
上記触媒の添加量は、例えば、ポリオール成分、及び、ポリイソシアネート成分（Ａ）の
合計量に対して、０．００１重量％以上、０．１重量％以下である。
【００６２】
［モノイソシアネート成分］
上記粘着剤塗工液は、更に、モノイソシアネート成分を含有してもよい。モノイソシアネ
ート成分を含有することにより、粘着シートに要求される柔軟性を損なうことなく、高温
・高湿下における粘着力を向上することができる。
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【００６３】
上記モノイソシアネート成分は、分子内に１個のイソシアネート基を有する化合物であり
、その具体例としては、例えば、オクタデシルジイソシアネート（ＯＤＩ）、２－メタク
リロイルオキシエチルイソシアネート（ＭＯＩ）、２－アクリロイルオキシエチルイソシ
アネート（ＡＯＩ）、イソシアン酸オクチル、イソシアン酸ヘプチル、３－イソシアナー
トプロピオン酸エチル、イソシアン酸シクロペンチル、イソシアン酸シクロヘキシル、２
－メトキシエタンイソシアネート、イソシアナート酢酸エチル、イソシアナート酢酸ブチ
ル、ｐ－トルエンスルフォニルイソシアネート等が挙げられる。これらは単独で用いても
よいし、２種類以上を併用してもよい。モノイソシアネート成分としては、２－メタクリ
ロイルオキシエチルイソシアネート（ＭＯＩ）が好ましい。これは、ポリオール成分との
相溶性が良く、疎水性が高いためである。
【００６４】
しかしながら、粘着剤塗工液がモノイソシアネート成分を含有する場合には、モノイソシ
アネート成分が従来のウレタン骨格を阻害するために特性が低下することがある。また、
モノイソシアネート成分が過剰に含有されると、空気中の水分と反応して発泡を引き起こ
すことがある。このため、設計のロバスト性を考慮すると、粘着剤塗工液は、モノイソシ
アネート成分を含有しないことが好ましい。
【００６５】
上記粘着剤塗工液には、粘着シートの要求特性を阻害しない範囲で、必要に応じて、着色
剤、安定剤、酸化防止剤、防徽剤、難燃剤等の各種添加剤が添加されていてもよい。
【００６６】
上記プレポリマーと上記有機溶剤の混合物は、２３℃での粘度が５００～８０００ｍＰａ
・ｓであることが好ましい。粘着剤塗工液の塗工は、工程の簡素化の観点から、室温で行
うことが好ましく、上記プレポリマーと上記有機溶剤の混合物の２３℃での粘度を上記範
囲内に制御することが最適な塗工状態を確保するのに有効である。２３℃での粘度が５０
０ｍＰａ・ｓ未満であると、離型処理がされたＰＥＴフィルム等の基材上に粘着剤塗工液
を塗工すると、粘着剤塗工液が基材表面で弾かれてしまい、平滑な塗膜を形成することが
できないおそれがある。２３℃での粘度が８０００ｍＰａ・ｓを超えると、粘着剤塗工液
が塗工後にレベリング（平滑化）しにくく平滑な表面を有する塗膜が形成されなかったり
、粘着剤塗工液の乾燥時に塗膜表面に皮張りが生じるとともに基材側に有機溶剤が残りや
すくなることで有機溶剤の揮発が円滑に行われず発泡が生じたりしてしまうおそれがある
。
【００６７】
また、上記プレポリマーと上記有機溶剤の混合物は、８０℃での粘度が１００～１０００
ｍＰａ・ｓであることが好ましい。粘着剤塗工液の塗工後の乾燥は、乾燥炉内で行うこと
が好ましく、乾燥炉内の温度としては、例えば、８０℃が好適である。乾燥炉内では粘着
剤塗工液の温度上昇に伴い粘度が低下するため、上記プレポリマーと上記有機溶剤の混合
物の８０℃での粘度を上記範囲内に制御することで固化前の塗膜状態が悪化することを防
止できる。８０℃での粘度が１００ｍＰａ・ｓ未満であると、粘着剤塗工液が基材表面で
弾かれてしまい、平滑な塗膜を形成することができないおそれがある。８０℃での粘度が
１０００ｍＰａ・ｓを超えると、粘着剤塗工液がレベリング（平滑化）しにくく平滑な表
面を有する塗膜が形成されなかったり、塗膜表面に皮張りが生じるとともに基材側に有機
溶剤が残りやすくなることで有機溶剤の揮発が円滑に行われず発泡が生じたりしてしまう
おそれがある。
【００６８】
（粘着剤塗工液の塗工・乾燥工程）
粘着剤塗工液の塗工・乾燥工程では、乾燥後の厚みが２０～５５０μｍとなる量の上記粘
着剤塗工液を塗工して乾燥する。粘着剤塗工液を乾燥することにより、有機溶剤が除去さ
れるとともに、プレポリマーとポリイソシアネート成分（Ｂ）とが熱硬化反応し、基材上
に２０～５５０μｍの厚みを有するポリウレタン塗膜が形成される。この塗膜は、粘着性
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を有するものであり、粘着シートとして用いることができる。
【００６９】
上記乾燥後の厚みを２０μｍ未満とすると、製造コストの面で本発明の製造方法を用いる
優位性が小さくなり、また充分な粘着性が得られないことがある。上記乾燥後の厚みを５
５０μｍよりも大きくすると、粘着剤塗工液の塗工及び乾燥時に、皮張りや残留溶剤によ
り発泡が生じてしまう。したがって、均一な膜厚で、平滑な表面を有するポリウレタンの
粘着シートを得ることができない。上記乾燥後の厚みは、１５０～２００μｍであること
が好ましい。
【００７０】
上記粘着剤塗工液を塗工するための基材は、ポリウレタン塗膜の支持体となるものであれ
ば、その種類は特に限定されないが、離型フィルムが好適である。離型フィルムとしては
、例えば、ポリエチレンテレフタレート（ＰＥＴ）フィルムが挙げられる。離型フィルム
のポリウレタン塗膜側の表面には易剥離処理（離型処理）が施されていてもよい。易剥離
処理としては、例えば、シリコン処理が挙げられる。
【００７１】
上記粘着剤塗工液の塗工方法は特に限定されず、粘着剤塗工液の粘度等に応じて適宜選択
することができる。公知の各種コーティング装置（コーター）を用いて、バーコート、ド
クターブレード、遠心成形法等の公知の塗工方法を実施してもよい。
【００７２】
上記粘着剤塗工液の乾燥方法は、粘着剤塗工液中の有機溶剤を除去できれば特に限定され
ず、有機溶剤の沸点等に応じて適宜選択することができる。また、プレポリマーとポリイ
ソシアネート成分（Ｂ）との熱硬化反応を進行させる観点から、加熱されることが好まし
い。
【００７３】
本発明の粘着シートの製造方法の具体例としては、まず、所定量のタッキファイヤーを、
ポリオール成分に添加し、加温及び攪拌して溶解させることによって、マスターバッチを
調製する。続いて、得られたマスターバッチ、ポリオール成分、ポリイソシアネート成分
（Ａ）、及び、必要に応じて触媒等の他の成分を混合し、ミキサー等で攪拌することによ
って、液状又はゲル状の混合溶液を得る。この混合溶液にポリイソシアネート成分（Ｂ）
を添加し、粘着剤塗工液を得る。得られた粘着剤塗工液は即座に製造装置に投入し、第一
及び第二の離型フィルムによって挟んだ状態で粘着剤塗工液を移動させながら架橋硬化さ
せることで、半硬化状態のポリウレタンが第一及び第二の離型フィルムと一体化されたシ
ートを得る。その後、炉で一定時間架橋反応させることで、ポリウレタンからなる粘着シ
ートが完成する。
【００７４】
図１は、本発明の粘着シートの製造方法の一例を説明するための図であり、（ａ）は、工
程フロー図であり、（ｂ）は、製造装置の構成の概要を示した斜視模式図であり、（ｃ）
は、製造装置の構成の概要を示した断面模式図である。図１に示した製造装置４０では、
連続的に繰り出された離型フィルム（基材）２１の一方の面上に、硬化前の液状又はゲル
状の粘着剤塗工液２３を塗工（コーティング）し、未硬化の塗膜２４を形成する。離型フ
ィルム（基材）２１としては、シリコン処理等の表面処理が施されたＰＥＴフィルムが好
適に用いられる。塗工方法は、コンマダイレクト方式であってもよいし、リップコーター
方式であってもよい。図１（ｂ）及び（ｃ）では、コンマダイレクト方式を用いる場合の
装置構成が示されている。塗工温度は、室温であることが好ましい。
【００７５】
未硬化の塗膜２４は、乾燥炉４５内に搬入され、加熱乾燥される。乾燥炉４５内において
、硬化反応（架橋反応）が進行し、塗膜２４から、ポリウレタンからなる粘着シート１２
が得られる。乾燥温度としては、上述したように８０℃が好適であるが、１５０℃まで昇
温してもよい。得られた粘着シート１２の露出した粘着面には、離型フィルムが貼合わせ
（ラミネート）されてもよい。離型フィルムとしては、例えば、ポリ塩化ビニル（ＰＶＣ
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）フィルム、ポリオレフィン（ＰＯ）フィルムを用いることができる。離型フィルムの粘
着シート１２に対する貼合せ面には、貼合わせ前に、コロナ処理等の表面処理がされても
よい。離型フィルムの貼合わせ後、離型フィルム２１、ポリウレタンからなる粘着シート
１２及び離型フィルムからなる積層フィルムの巻き取りが行われる（製品巻き取り）。
【００７６】
図２は、コンマダイレクト方式の塗工方法を説明するための断面図である。図２に示した
コンマダイレクト方式では、容器４４に入れられた粘着剤塗工液２３を、離間して配置さ
れたコーティングロール４３とコンマロール４２との間の隙間を通過した離型フィルム（
基材）２１上に塗工し、塗膜２４を形成する。粘着剤塗工液２３の塗布量は、コンマロー
ル４２とコーティングロール４３の間の隙間の大きさによって調整できる。コンマダイレ
クト方式は、塗膜２４を厚く形成する場合に適している。
【００７７】
図３は、リップコーター方式の塗工方法を説明するための断面図である。図３に示したリ
ップコーター方式では、回転するコーティングロール４３とリップコーター４９との間の
隙間を通過した離型フィルム（基材）２１の下面に粘着剤塗工液２３を塗工し、塗膜２４
を形成する。リップコーター４９を用いれば、給液から塗工まで粘着剤塗工液２３を空気
に触れさせずに密閉状態にしたまま塗工することができる。リップコーター方式は、塗膜
２４の厚みを高精度に制御する場合に適している。
【００７８】
本発明の粘着シートの製造方法により製造される粘着シートもまた、本発明の一態様であ
る。すなわち、本発明の粘着シートは、ポリオール成分とポリイソシアネート成分（Ａ）
の反応物であるポリウレタンのプレポリマーと、ポリイソシアネート成分（Ｂ）との反応
物からなるポリウレタンからなる粘着シートであって、上記ポリオール成分中の水酸基の
数に対する上記ポリイソシアネート成分（Ａ）中のイソシアネート基の数の比率（ＮＣＯ
／ＯＨ）は、０．２４～０．４８であり、上記プレポリマーの数平均分子量は、８０００
以下であり、厚みが２０～５５０μｍであることを特徴とする。粘着シートの好ましい厚
みは、１５０～２００μｍである。
【００７９】
上記ポリウレタンは、アクリル変性されていないことが好ましく、主鎖中にアクリル酸エ
ステル、メタクリル酸エステル等に由来する部位が含まれないことが好ましい。ポリウレ
タンがアクリル変性されると、疎水化されるため、高温・高湿下において水分の凝集が生
じやすくなる。この水分の凝集は、白化、発泡等を引き起こし、光学特性を損なうことが
ある。したがって、熱硬化性ポリウレタン組成物の硬化物をアクリル変性されていないも
のとすることで、高温・高湿下において白化、発泡等による光学特性の低下を防止するこ
とができる。
【００８０】
本発明の粘着シートは、ポリウレタンからなり、柔軟であるため、引っ張り応力が加わっ
たときに、良く伸び、非常に千切れにくい。このため、糊残りすることなく、引き剥がす
ことが可能である。
【００８１】
本発明の粘着シートは、光学透明粘着シートとして好適に用いられる。光学透明粘着シー
トとしての性能を確保するためには、ヘイズが１％以下であること、全光線透過率が９０
％以上であることが好ましい。ヘイズ及び全光線透過率は、例えば、日本電色工業社製の
濁度計「ＨａｚｅＭｅｔｅｒ　ＮＤＨ２０００」を用いて測定することができる。ヘイズ
は、ＪＩＳ　Ｋ　７１３６に準拠した方法で測定され、全光線透過率は、ＪＩＳ　Ｋ　７
３６１－１に準拠した方法で測定される。
【００８２】
本発明の粘着シートは、１８０°剥離試験で測定される粘着力が、常温・常湿下において
１０Ｎ／２５ｍｍ以上であることが好ましく、高温・高湿下において１．０Ｎ／２５ｍｍ
以上であることが好ましい。１８０°剥離試験での粘着力は、常温・常湿下において、１
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０Ｎ／２５ｍｍ以上、１５Ｎ／２５ｍｍ以下であることがより好ましい。また、高温・高
湿下において、４Ｎ／２５ｍｍ以上、１５Ｎ／２５ｍｍ以下であることがより好ましく、
１０Ｎ／２５ｍｍ以上、１５Ｎ／２５ｍｍ以下であることが更に好ましい。粘着シートの
粘着力が１５Ｎ／２５ｍｍ以下であれば、タッチパネル等の光学部材の貼り合わせに用い
た場合に、糊残りなく剥がすことができるので、リワーク性に優れる。また、粘着シート
の粘着力が大きくなり過ぎると、粘着シートと被着体との間に入った気泡を抜くのが困難
になることがある。なお、１８０°剥離試験の試験方法の詳細については後述する。
【００８３】
本発明の粘着シートの両面には離型フィルムが貼り付けられてもよい。本発明の粘着シー
トと、上記粘着シートの一方の面を覆う第一の離型フィルムと、上記粘着シートの他方の
面を覆う第二の離型フィルムとが積層されたものである積層体（以下、「本発明の積層体
」ともいう）もまた、本発明の一態様である。ここで、本発明の粘着シートとは、本発明
の粘着シートの製造方法により製造された粘着シート（Ａ）、及び、本発明の粘着シート
（Ｂ）の少なくとも一方に該当すればよい。第一及び第二の離型フィルムが貼り付けられ
ることにより、本発明の粘着シートの表面を、被着物に貼り付ける直前まで保護すること
ができる。これにより、粘着性の低下や、異物の付着を防止できる。また、被着物以外に
貼りついてしまうことも防止できるので、本発明の粘着シートの取扱い性を向上すること
ができる。
【００８４】
上記第一及び第二の離型フィルムとしては、例えば、ポリエチレンテレフタレート（ＰＥ
Ｔ）フィルム、ポリ塩化ビニル（ＰＶＣ）フィルム、ポリオレフィン（ＰＯ）フィルムを
用いることができる。第一の離型フィルムと第二の離型フィルムの材質や厚みは、同じで
あってもよいし、異なっていてもよい。
【００８５】
本発明の粘着シートと第一の離型フィルムとの貼り合わせ強度（剥離強度）と、本発明の
粘着シートと第二の離型フィルムとの貼り合わせ強度は、互いに異なることが好ましい。
貼り合わせ強度に差があることにより、本発明の積層体から第一及び第二の離型フィルム
の一方（貼り合わせ強度が弱い方の離型フィルム）のみを剥離し、露出させた粘着シート
の第一の面と第一の被着体を貼り合わせ、その後に、第一及び第二の離型フィルムの他方
（貼り合わせ強度が強い方の離型フィルム）を剥離し、露出させた粘着シートの第二の面
と第二の被着体を貼り合わせる一連の貼り付け作業が容易になる。第一の離型フィルムの
本発明の粘着シートと接する側の表面、及び、第二の離型フィルムの本発明の粘着シート
と接する側の表面のいずれか一方、又は、両方に、易剥離処理（離型処理）が施されてい
てもよい。易剥離処理としては、例えば、シリコン処理が挙げられる。
【００８６】
図４は、図１の製造装置によって作製された本発明の積層体の一例を模式的に示した断面
図である。図１の製造装置によれば、図４に示す離型フィルム２１、ポリウレタンからな
る粘着シート１２及び離型フィルム２２が順に積層された本発明の積層体が得られる。
【００８７】
本発明の粘着シートの用途は特に限定されないが、光学用粘着テープとして好適である。
光学用粘着テープは、例えば、表示装置内の２以上の構成部材を互いに貼り合わせるのに
用いられる。すなわち、本発明の粘着シートと、上記粘着シートによって接着された２以
上の構成部材とを有する表示装置（以下、「本発明の表示装置」ともいう）もまた、本発
明の一態様である。ここでも、本発明の粘着シートとは、本発明の粘着シートの製造方法
により製造された粘着シート（Ａ）、及び、本発明の粘着シート（Ｂ）の少なくとも一方
に該当すればよい。表示装置内の構成部材としては、例えば、表示パネル、タッチパネル
、カバーパネル等が挙げられる。
【００８８】
図５は、本発明の粘着シートを用いた表示装置の一例を模式的に示した断面図である。図
５に示す表示装置１０では、表示パネル１１、粘着シート１２、タッチパネル（ＩＴＯ透
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明導電膜付きガラス基板）１３、粘着シート１２、及び、透明カバーパネル１４が順に積
層されている。表示パネル１１、タッチパネル１３、及び、透明カバーパネル１４の３つ
の光学部材は、２枚の本発明の粘着シート１２により一体化されている。本発明の粘着シ
ート１２は、柔軟であることから、表示装置の耐衝撃性を向上できる。
【００８９】
表示パネル１１の種類は特に限定されず、例えば、液晶パネル、有機エレクトロルミネッ
センスパネル（有機ＥＬパネル）等を用いることができる。タッチパネル１３としては、
例えば、抵抗膜方式、静電容量方式等の検出方式のものが用いられる。本発明の粘着シー
ト１２は、ポリウレタンからなるため、誘電率が高く、従来のアクリル系樹脂からなる粘
着シートよりも高い静電容量が得られる。このため、本発明の粘着シート１２は、静電容
量方式のタッチパネルの貼り合わせに好適である。
【００９０】
表示パネル１１は、表示面側に開口が設けられたベゼル（表示パネル１１の筐体）１１Ａ
内に収容されており、ベゼル１１Ａの開口の外縁には、ベゼル１１Ａの厚みに対応した段
差が存在する。粘着シート１２は、表示パネル１１、及び、ベゼル１１Ａの表示面側を覆
って貼り付けられており、ベゼル１１Ａの厚みに対応した段差を被覆している。この場合
、粘着シート１２には、ベゼルの厚みによって形成される段差を被覆するために、段差部
に追従することができる柔軟性と、ベゼルの厚みよりも厚いことが求められる。
【実施例】
【００９１】
以下、本発明について実施例を掲げて更に詳しく説明するが、本発明はこれらの実施例の
みに限定されるものではない。
【００９２】
実施例における数平均分子量（Ｍｎ）及び重量平均分子量（Ｍｗ）は、以下のＧＰＣシス
テム及び測定条件で測定された値である。なお、図６に、標準サンプルであるポリスチレ
ンのＧＰＣ測定結果を示した。
装置：東ソー社製「ＨＬＣ－８２２０」
カラム：ミックスカラム（２本連結）
東ソー社製「ＴＳＫｇｕａｒｄｃｏｌｕｍｎ　ＨＨＲ－Ｈ」＋東ソー社製「ＴＳＫｇｅｌ
　ＧＭＨＨＲ－ＨＨＨＲ－」
移動相：クロロホルム
流速：１．０ｍｌ／ｍｉｎ
測定温度：４０℃
検出器：示差屈折計（ＲＩ）
標準サンプル：東ソー社製ＴＳＫｇｅｌ標準ポリスチレン（Ａ－５００、Ａ－１０００、
Ａ－２５００、Ａ－５０００、Ｆ－１、Ｆ－２、Ｆ－４、Ｆ－１０、Ｆ－２０、Ｆ－４０
、Ｆ－８０、Ｆ－１２８）
【００９３】
（配合原料）
下記の実施例及び比較例において、ポリウレタン粘着剤塗工液を調製するために用いた配
合原料は以下の通りである。
（Ａ）ポリオール成分
・ポリオレフィンポリオール（出光興産社製の「ＥＰＯＬ（エポール、登録商標）」、数
平均分子量：３３６９）
（Ｂ）ポリイソシアネート成分
・ＨＤＩ（ヘキサメチレンジイソシアネート）系ポリイソシアネート（東ソー社製の「コ
ロネート４０２２」）
（Ｃ）タッキファイヤー
・水添石油樹脂系タッキファイヤー（出光興産社製の「アイマーブＰ－１００」）
（Ｄ）触媒
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ジラウリル酸ジメチル錫（Ｍｏｍｅｎｔｉｖｅ社製の「Ｆｏｍｒｅｚ　ｃａｔａｌｙｓｔ
　ＵＬ－２８」）
【００９４】
なお、図７に、ポリオレフィンポリオールのＧＰＣ測定結果を示し、図８に、水添石油樹
脂系タッキファイヤーのＧＰＣ測定結果を示した。
【００９５】
ＨＤＩ系ポリイソシアネート（東ソー社製の「コロネート４０２２」）は、ＨＤＩ及び／
又はＨＤＩモノマーを出発物質とするポリイソシアネートに対して、１分子当たり平均６
個以上のエチレンオキシドユニットを有するエーテルポリオールを反応させて得られたも
のである。
【００９６】
（実施例１）
まず、１２０℃に温調したポリオレフィンポリオール（ＥＰＯＬ）に、固形状の水添石油
樹脂系タッキファイヤー（アイマーブＰ－１００）を添加し、攪拌することによって、ポ
リオレフィンポリオール中にタッキファイヤーを溶解させたマスターバッチを得た。この
とき、マスターバッチにおけるタッキファイヤーの含有量は３０重量％に調整した。次に
、室温のトルエン９０９．６ｇに、ポリオレフィンポリオール（ＥＰＯＬ）５１４．８ｇ
、８０℃に温調したタッキファイヤーマスターバッチ８４９．８ｇを少量ずつ混合攪拌し
、不揮発分（トルエン以外の成分）を６０重量％含むポリオール希釈溶液を２２７４ｇ作
製した。
【００９７】
攪拌機、還流冷却管、窒素導入管及び滴下ロートを備えたフラスコに、ポリオール希釈溶
液２０００ｇと触媒マスターバッチ（触媒（ジラウリル酸ジメチル錫）：１重量％、溶媒
（ＥＰＯＬ）：９９重量％）６．０３２ｇとを入れ、ＨＤＩ系ポリイソシアネート（変性
ＨＤＩ）５６．３８ｇをスポイトで滴下後、得られた混合溶液をオイルバスにより８０℃
まで昇温した。昇温完了後の混合溶液を８０℃で３時間攪拌し、赤外線（ＩＲ）吸収スペ
クトルの測定結果によりイソシアネート基の反応が完了したことを確認した後、得られた
プレポリマー溶液を回収した。プレポリマー溶液は、ポリオレフィンポリオール（ＥＰＯ
Ｌ）とＨＤＩ系ポリイソシアネート（変性ＨＤＩ）の反応物であるポリウレタンのプレポ
リマーを含有するものであった。
【００９８】
プレポリマーの作製に使用したポリオレフィンポリオールとＨＤＩ系ポリイソシアネート
の配合において、ポリオレフィンポリオール中の水酸基の数に対するＨＤＩ系ポリイソシ
アネート（変性ＨＤＩ）中のイソシアネート基の数の比率（ＮＣＯ／ＯＨ）は０．２８で
あった。
【００９９】
プレポリマー溶液（プレポリマーと有機溶剤の混合物）は、無色透明であり、固形分が６
１．２重量％、２３℃での粘度が５５０ｍＰａ・ｓ、８０℃での粘度が１３５ｍＰａ・ｓ
であった。粘度は、ＪＩＳ　Ｋ７１１７－１に準拠し、Ｂ型粘度計（ブルックフィールド
回転粘度計）で測定した。プレポリマー溶液に含まれるプレポリマーは、数平均分子量（
Ｍｎ）が６０１５、重量平均分子量（Ｍｗ）が２１５６２であった。図９に、実施例１の
プレポリマー溶液のＧＰＣ測定結果を示した。
【０１００】
プレポリマー溶液１００ｇに対し、ＨＤＩ系ポリイソシアネート（変性ＨＤＩ）を２．７
３ｇ添加し、粘着剤塗工液を作製した。得られた粘着剤塗工液を離型フィルム（ＰＥＴフ
ィルム）上に厚み５０μｍとなるように塗工し、乾燥機にて１２０℃で３分間加熱し、溶
媒の気化及び架橋反応を完了させ、熱硬化ポリウレタンからなる厚み５０μｍの粘着シー
トを得た。
【０１０１】
熱硬化ポリウレタンの作製に使用したポリオレフィンポリオールとＨＤＩ系ポリイソシア
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ネートの配合において、ポリオレフィンポリオール中の水酸基の数に対するＨＤＩ系ポリ
イソシアネート（変性ＨＤＩ）中のイソシアネート基の数の比率（ＮＣＯ／ＯＨ）は０．
５５であった。この値をα比（ポリオール成分由来のＯＨ基のモル数／ポリイソシアネー
ト成分由来のＮＣＯ基のモル数）に換算すると１．８である。
【０１０２】
（実施例２、３、及び、比較例１～３）
プレポリマーの作製時のＨＤＩ系ポリイソシアネートの滴下量を、下記表１に示したプレ
ポリマー作製時のＮＣＯ／ＯＨ比率を満たすように変更し、かつ、熱硬化ポリウレタンの
作製に使用するポリオレフィンポリオールとＨＤＩ系ポリイソシアネートの総配合量が実
施例１と同じになるように、プレポリマー溶液に添加するＨＤＩ系ポリイソシアネートの
量を調整したことや、粘着シートの厚みを変更したことを除いて実施例１と同様にして、
実施例２、３及び比較例１～３を実施した。
【０１０３】
実施例及び比較例で作製したプレポリマーの配合（ＮＣＯ／ＯＨ比率）や物性の測定結果
、熱硬化ポリウレタンの配合（ＮＣＯ／ＯＨ比率）、及び、粘着シートの厚みを下記表１
にまとめて示す。図１０に、実施例２のプレポリマー溶液のＧＰＣ測定結果を示し、図１
１に、比較例２のプレポリマー溶液のＧＰＣ測定結果を示した。
【０１０４】
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【表１】

【０１０５】
（実施例及び比較例の評価）
実施例及び比較例の評価結果を下記表２にまとめて示す。評価方法の詳細は、以下のとお
りである。なお、粘着シートの評価は、実施例１～３のみについて実施した。
【０１０６】
（塗工液の弾き）
粘着剤塗工液を離型フィルム（ＰＥＴフィルム）上に塗工した際に、離型フィルムの表面
で粘着剤塗工液が弾かれたか否かを目視で確認した。なお、粘着剤塗工液の弾きが発生し
た場合には、製膜できないため、粘着シートは作製できなかった。
【０１０７】
（塗工液の発泡）
粘着剤塗工液を離型フィルム上に塗工した直後に、粘着剤塗工液の表面を目視で観察し、
残留溶剤による発泡が発生しているか否かを確認した。
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（塗工液表面の平滑性）
粘着剤塗工液を離型フィルム上に塗工した直後に、粘着剤塗工液の表面が平滑であるか否
かを目視で確認した。
【０１０９】
（粘着力）
下記の方法で１８０°剥離試験を行い、粘着力（Ｎ／２５ｍｍ）を測定した。図１２は、
実施例の粘着シートの粘着力の評価方法を説明するための模式図である。まず、実施例で
作製した離型フィルム付き粘着シートを、長さ７５ｍｍ×幅２５ｍｍに裁断し、試験片と
した。この試験片の粘着シート１２側を、長さ７５ｍｍ×幅２５ｍｍのスライドガラス３
１に貼り付け、圧力０．４ＭＰａで３０分間保持し、粘着シート１２とスライドガラス３
１とを貼り合わせた。次に、離型フィルムを剥離し、図１２（ａ）に示すように、粘着シ
ート１２のスライドガラス３１とは反対側の面に、厚み１２５μｍのＰＥＴシート（帝人
デュポンフィルム社製の「メリネックス（登録商標）Ｓ」）３２を貼り合わせた。
【０１１０】
その後、常温・常湿（温度２３℃、湿度５０％）下で１２時間放置した後、図１２（ｂ）
に示すように、ＰＥＴシート３２を１８０°方向に引っ張り、粘着シート１２をスライド
ガラス３１との界面で剥離させ、スライドガラス３１に対する粘着シート１２の粘着力を
測定した。なお、各実施例に対しては、２つの試験片を準備して測定した。得られた２つ
の測定値の平均値を、各実施例における測定結果とした。
【０１１１】
（糊残り）
上記方法で粘着力を測定した後の、粘着シート１２が剥離された後のスライドガラス３１
の表面を目視で確認し、糊残りが発生しているか否かを確認した。
【０１１２】
（光学特性）
離型フィルム付き粘着シートの粘着シート側をスライドガラスに貼り付け、圧力０．４Ｍ
ｐａで３０分間保持し、粘着シートとスライドガラスとを貼り合わせた。その後、離型フ
ィルムを剥離し、以下の測定を行った。
【０１１３】
（１）ヘイズの測定
日本電色工業社製の濁度計「ＨａｚｅＭｅｔｅｒ　ＮＤＨ２０００」を用いて、ＪＩＳ　
Ｋ　７１３６に準拠した方法でヘイズを測定した。なお、各実施例に対して、３つの試験
片を準備し、常温・常湿下で測定した。得られた３つの測定値の平均値を、各実施例にお
ける測定結果とした。
【０１１４】
（２）全光線透過率の測定
日本電色工業社製の濁度計「ＨａｚｅＭｅｔｅｒ　ＮＤＨ２０００」を用いて、ＪＩＳ　
Ｋ　７３６１－１に準拠した方法で全光線透過率を測定した。なお、各実施例に対して、
３つの試験片を準備し、常温・常湿下で測定した。得られた３つの測定値の平均値を、各
実施例における測定結果とした。
【０１１５】
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【表２】

【０１１６】
表２から分かるように、実施例１～３の粘着シートは、適度な粘着性を有し、ヘイズが低
く、全光線透過率が高いものであった。したがって、光学透明粘着（ＯＣＡ）シートとし
て好適に用いることができる。一方、プレポリマー作製時のＮＣＯ／ＯＨ比率を小さくし
た比較例１の粘着剤塗工液は、塗工液の弾きが発生し、粘着シートを製膜することができ
なかった。また、プレポリマー作製時のＮＣＯ／ＯＨ比率を大きくした比較例２の粘着剤
塗工液は、塗工液の発泡が生じ、平滑な表面を有する粘着シートを得ることができなかっ
た。更に、粘着シートの厚みを６００μｍにした比較例３の粘着剤塗工液は、塗工液の発
泡が生じ、平滑な表面を有する粘着シートを得ることができなかった。
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【符号の説明】
【０１１７】
１０　表示装置
１１　表示パネル
１１Ａ　ベゼル
１２　粘着シート
１３　タッチパネル
１４　透明カバーパネル
２１、２２　離型フィルム
２３　粘着剤塗工液
２４　（未硬化の）塗膜
３１　スライドガラス
３２　ＰＥＴシート
４０　製造装置
４２　コンマロール
４３　コーティングロール
４４　容器
４５　乾燥炉
４９　リップコーター
 

【図１】 【図２】

【図３】

【図４】
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【図５】

【図６】

【図７】

【図８】

【図９】

【図１０】

【図１１】

【図１２】
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